
令和７年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

国庫補助額
（円）

臨時交付金
充当額（円）

その他（一般財源
や補助対象外経費
等）（円）

1 R6_補正
単
独

住民税非課税世帯物価高騰対
策支援事業、定額減税不足額
給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6、R7の累計給付金額
R6年度住民税均等割非課税世帯1,785世帯×30千円、子

ども加算241人×20千円、定額減税を補足する給付（うち
不足額給付）の対象者3,397人（57,190千円）のうちR7計
画分
事務費9,427千円
事務費の内容　[需用費（事務用品等）、役務費
（郵送料等）、業務委託料、使用料及び賃借料、人件費と
して支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,785世帯）、定額減
税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（3,397
人）

R7.1.20 R8.2.25
福祉課
税務課

126,568,574 121,201,000 5,367,574

①物価高騰が続く中で、低所得世
帯へ給付金を支給し、生活の維持
を図った。
②対象世帯に対して早期（令和7年
4月4日）に支給を開始した。

・低所得世帯への給付金
　住民税均等割非課税世帯数
　1,911世帯
　子ども加算241人(126世帯)
・不足額給付金対象者3,397人

5 R7_補正
単
独

令和7年度おおがわら商品券
（おおがわら暮らし・ほっこ
り商品券）発行事業

①物価高騰に直面する町民の経済的負担に鑑み、町民の生
活を迅速かつ的確に支援するとともに、地域における個人
消費を喚起し、地域経済の振興を図るため、町内の商品券
取扱店で使用できる商品券を発行する。商品券取扱店で
は、食料品の購入に利用できるほか、日用品、衣料品、外
食等、幅広い店舗での利用が可能である。
②印刷代、郵送代及び委託料等
③印刷代3,960千円（商品券、送付用封筒等）
　郵送代4,900千円（商品券簡易書留郵送料）
　委託料121,000千円（商品券取扱店管理、換金業務）
　人件費302千円
　事務費11,836千円
　（うち130,162千円に交付金を充当）
④令和7年10月1日現在において、大河原町の住民基本台帳
に登録されている者。23,400人見込。

R7.9.12 R8.3.26  商工観光課 123,117,256 123,117,256

①物価高騰が続く中で、令和7年10
月1日現在、大河原町の住民基本台
帳に登録されている町民に対し、1
人あたり5,000円分の商品券を発行
して生活の維持を図った。
②商品券を使用することができる
期間を令和7年12月1日から令和8年
2月1日まで（2か月間）とし、商品
券取扱店を幅広く登録することで
多くの町民が商品券を利用できる
よう配慮した。

・商品券取扱店管理・換金等業務
委託料114,080,658円
　（約22,800人分）
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6 R6_補正
単
独
大河原町物価高騰の影響を踏
まえた水道料金の免除事業

①エネルギー・食料品価格等における物価高騰によ り、
暮らしや事業運営に影響が生じているため、水道料金の一
部を免除し、町民生活や事業活動を支援するもの。
②水道基本料金及びメーター使用料３か月分
③【事業費】直近の契約状況から算定。水道基本料金
59,572千円、メーター使用料9,048千円
【月額基本料金】
｛(750円×19件)＋(1,500円×10,477件)＋(3,680円×631
件)｝×1.1＝19,857,013円
19,857,013円×3か月分＝59,571,039円≒59,572千円
【水道メーター使用料】
｛ (180 円 × 7,598 件 )+(370 円 × 3,345 件 )+(410 円 × 88
件 )+(670 円 × 38 件 )+(780 円 × 49 件 )+(3,690 円 × 7
件)+(4,820円×1件)+(6,040円×1件)｝×1.1＝3,015,914
円
3,015,914円×3か月分＝9,047,742円≒9,048千円
　【事業費合計】68,620千円
　【事務費】システム改修委託料500千円
④町内の給水契約者（官公庁を除く）

R7.5.16 R8.1.30 上下水道課 69,294,808 66,352,000 2,942,808

①物価高騰が続く中で、町民の暮
らしや事業運営の維持のため令和7
年7月から9月請求分までの水道基
本料金及びメーター使用料金の一
部を免除し、町民生活や事業活動
を支援した。
②対象世帯に対して、令和7年7月
請求分から支援を開始した。

・減免件数
　　7月請求分　11,180件
　　8月請求分　11,181件
　　9月請求分　11,175件

9 R7_予備
単
独
大河原町物価高騰対策医療機
関支援事業

①長期化する物価高騰の対策に努めながら、診療及び調剤
を継続している町内の医療機関に対し、医療資器材等高騰
に係る負担を軽減し、医療提供体制の継続及び維持を図る
ため支援するもの。
②医療資器材等
③町内に所在する医療機関48か所。給付金16,400千円（医
科15か所×500千円＝7,500千円、歯科14か所×500千円＝
7,000千円、調剤薬局19か所×100千円＝1,900千円）、役
務費7千円（口座振込手数料5千円、口座振込不能手数料2
千円）
④令和7年4月1日時点で町内に所在する医療機関48か所

R7.6.12 R7.8.15 健康推進課 10,685,000 10,685,000

①物価高騰が続く中で、診療及び
調剤を継続している町内に所在し
ている医療機関に対し給付金を交
付し、事業の継続及び経営の安定
化を図った。
②町内に所在する医療機関に対し
て早期（令和7年7月28日）に支給
を開始した。

・医科15か所、歯科14か所、調剤
薬局19か所

10 R7_補正
単
独
物価高騰対策医療機関支援事
業

①長期化する物価高騰の対策に努めながら、診療及び調剤
を継続している医療機関等に対し、エネルギーや医療資器
材等の負担を軽減するため、再度給付金を交付すること
で、物価高騰に係る負担を軽減し、医療提供体制の維持・
継続を図る。
②医療機関等への支援金（エネルギー価格等高騰による負
担増額分の一部補助）及び事務費
③町内に所在する医療機関48か所。給付金21,200千円（医
科15か所×600千円＝9,000千円、歯科14か所×600千円＝
8,400千円、調剤薬局19か所×200千円＝3,800千円）、役
務費7千円（振込手数料5千円、組戻手数料2千円）
④令和7年11月1日時点で町内に所在する医療機関48か所

R8.1.13 R8.3.5 健康推進課 21,205,280 21,205,280

①物価高騰が続く中で、診療及び
調剤を継続している町内に所在し
ている医療機関に対し、再度支援
金を交付して事業の継続及び経営
の安定化を図った。
②町内に所在する医療機関に対し
て早期（令和8年2月6日）に支給を
開始した。

・医科15か所、歯科14か所、調剤
薬局19か所



国庫補助額
（円）

臨時交付金
充当額（円）

その他（一般財源
や補助対象外経費
等）（円）

事業の成果
①内容
②成果

№

補
助
・
単
独

事業名

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

所管課
総事業費実績額

（円）

補助対象事業費国
の
予
算
年
度

11 R7_補正
単
独
物価高対策農業経営支援事業

①長引く物価高騰により、幅広い農業者の経営に影響を与
えているため、特に肥料・飼料等をはじめとする農業生産
資材の価格高騰分に対し給付金を交付して農業経営の支援
を行う。
②農業者への給付金及び事務費
③【水稲農家(281経営体)】給付見込額：作付対象面積
36,600ｱｰﾙ×交付単価220円＝8,052千円
【露地園芸(41経営体)】給付見込額：作付対象面積

1,500ｱｰﾙ×交付単価1,220円＝1,830千円
【施設園芸(2経営体)】給付見込額：対象面積35ｱｰﾙ×交

付単価7,000円＝245千円
【畜産(3経営体)】給付見込額：乳用牛52頭×交付単価

26,500円＝1,378千円、肉用牛978頭×交付単価5,600円＝
5,477千円、豚21,460頭×交付単価1,300円＝10,000千円
（1経営体上限を10,000千円に設定）　合計26,982千円
消耗品費126千円、通信運搬費89千円、振込手数料等47

千円、人件費430千円
④町内に住所を有し、水稲・露地園芸・施設園芸・畜産等
の農業を営んでいる農家及び農業団体で10ｱｰﾙ以上の経営
農地面積または令和7年中の販売額が15万円以上の者（327
経営体見込）
※交付対象者のうち、10,000千円以上を支援する者につい
ては、事業内容等について「別紙1 特定事業者支援に関
する公表様式」により町ホームページで公表する。

R8.1.13 R8.4.21 農政課 26,168,692 26,168,692

①物価高騰が続く中で、幅広い農
業者に対し肥料・飼料等をはじめ
とする農業生産資材の価格高騰分
について給付金を交付して、農業
経営の支援を行った。
②町内に住所を有して、水稲・露
地園芸・施設園芸・畜産等の農業
を営んでいる農家及び農業団体に
対して、早期（令和8年3月6日）に
支給を開始した。

・交付対象農業者159件

12 R7_補正
単
独
物価高対策民間保育所等支援
給付金事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰下において町内に
所在する民間保育所等に対し、保育所等の安定的な保育
サービスの提供の継続及び維持を図るため支援する。
②町内に所在する民間保育所等への支援給付金（賄材料費
及び光熱費）及び事務費
③【給付金】
民間保育所4か所：児童一人当たり12千円（賄材料費7千

円+光熱費5千円）×423人＝5,076千円
小規模保育事業所4か所：児童一人当たり12千円（賄材

料費7千円+光熱費5千円）×55人＝660千円
私立幼稚園1か所：児童一人当たり5千円（光熱費のみ）

×76人＝380千円
　合計6,116千円
　役務費1千円（振込手数料）
　（うち6,117千円に交付金を充当）
④令和7年12月1日時点で町内に所在する民間保育所等8か
所、私立幼稚園1か所に在籍する児童数

R8.1.13 R8.3.31
子ども家
庭課

6,116,718 6,116,718

①物価高騰が続く中で、町内に所
在する民間保育所等に対し、令和7
年12月1日時点で在籍する児童数に
あわせて給付金を交付し、安定的
な保育サービスの提供の維持を支
援した。
②町内に所在する民間保育所等に
対して早期（令和8年2月10日）に
支援を行った。

・民間保育所4か所、小規模保育事
業所4か所、私立幼稚園1か所
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13 R7_補正
単
独
物価高対応子育て応援手当上
乗せ支給事業

①物価高の影響が長期化している中、その影響を強く受け
ている子育て世帯を支援するため「物価高対応子育て応援
手当」を児童1人当たり20千円支給するにあたり、本町で
は独自に10千円を上乗せして支給する。
②物価高対応子育て応援手当への上乗せ支給分
③上乗せ支給分
　対象児童数約3,500人×10千円＝35,000千円
④令和7年9月分児童手当対象児童、及び令和7年9月30日以
降令和8年3月31日までに出生した児童

R8.1.13 R8.5.22
子ども家
庭課

34,190,000 34,190,000

①物価高騰が続く中で、その影響
を強く受けた子育て世帯を支援す
る「物価高対応子育て応援手当」
に、本町独自で10千円を上乗せし
て支給した。
②物価高対応子育て応援手当受給
者数2,020人
　（対象児童数3,430人）

14 R7_補正
単
独
物価高騰対策障がい福祉事業
所支援事業

①長引く物価高騰の影響を受けている町内の障がい者(児)
サービス事業所を運営する法人に対し、光熱費等の負担を
軽減し、事業の継続及び経営の安定を図るため新たに支援
する。
②事業所への支援金（物価高騰による光熱費等負担増額分
の一部補助）及び事務費
③町内で障がい者(児)サービス事業を有する7事業所。給
付金1,400千円（1事業所当たり一律200千円×7事業所）、
役務費3千円（口座振込手数料1千円、口座振込不能手数料
2千円）
（うち、1,403千円に交付金を充当）
④令和7年12月1日時点で町内に所在する障がい者(児)サー
ビス事業を有する法人7事業所

R8.1.13 R8.3.5 福祉課 1,400,770 1,400,770

①物価高騰が続く中で、令和7年4
月1日時点で町内に所在する障がい
者(児)サービス事業所に対し、再
度支援金を交付して事業の継続及
び経営の安定化を図った。
②町内に所在する障がい者(児)
サービス事業所に対して早期（令
和8年2月9日）に支援を行った。

・障がい者(児)サービス事業所7か
所

15 R7_補正
単
独
物価高騰対策介護事業所支援
事業

①長引く物価高騰の影響を受けている町内の介護サービス
事業所を運営する法人に対し、光熱費等の負担を軽減し、
事業の継続及び経営の安定を図るため新たに支援する。
②事業所への支援金（物価高騰による光熱費等負担増額分
の一部補助）及び事務費
③町内で介護サービス事業を有する21事業所。給付金
4,200千円（1事業所当たり一律200千円×21事業所）、役
務費5千円（口座振込手数料3千円、口座振込不能手数料2
千円）
（うち、4,205千円に交付金を充当）
④令和7年12月1日時点で町内に所在する介護サービス事業
を有する法人21事業所

R8.1.13 R8.3.5 福祉課 4,202,310 4,202,310

①物価高騰が続く中で、令和7年4
月1日時点で町内に所在する介護
サービス事業所に対し、再度支援
金を交付して事業の継続及び経営
の安定化を図った。
②町内に所在する介護サービス事
業所に対して早期（令和8年2月9
日）に支援を行った。

・介護サービス事業所21か所

16 R7_補正
単
独
物価高騰対策地域医療支援事
業

①物価高騰による医業費用の大幅な増加の影響によ り、
厳しい経営状況に陥っているみやぎ県南中核病院につい
て、エネルギーや医療資機材等の負担を軽減し、仙南地域
の救急医療体制を継続することにより、安定的な病院運営
の維持を図るため支援する。
②医療機関への負担金（物価高騰によるエネルギーや医療
資機材等負担増額分の一部補助）
③負担金26,320千円
④みやぎ県南中核病院企業団
※事業の内容については、「別紙1 特定事業者支援に関
する公表様式」により、町ホームページで公表する。

R7.12.11 R8.2.25 健康推進課 26,320,000 26,320,000

①物価高騰による医業費用の大幅
な増加の影響により、厳しい経営
状況に陥っているみやぎ県南中核
病院に対して、エネルギーや医療
資機材等負担増額分の一部を負担
し、仙南地域の救急医療体制の継
続と安定的な病院運営の維持を
図った。
②みやぎ県南中核病院企業団に対
して早期（令和8年2月25日）に支
援を行った。
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17 R7_補正
単
独
物価高騰対策学校給食支援事
業

①長引く物価高騰により学校給食の材料費が高騰している
ことから、「みやぎ米飯学校給食支援方式」により提供さ
れる米穀について、米供給価格の高騰に伴う掛かり増し経
費の一部を支援する。
（教職員の給食分は除く。）
②県内市町村等が連携して実施する「みやぎ米飯学校給食
支援方式」に基づき、学校給食向け米穀を供給するにあた
り、米の供給価格の高騰による学校給食現場の負担緩和を
目的として、加入市町村及びJAグループ宮城が負担する掛
かり増し経費
③掛かり増し経費3,756千円（うち、3,756千円に交付金を
充当）
④宮城県農業協同組合中央会等

R7.12.11 R8.3.5

教育総務
課（学校
給食セン
ター）

2,055,752 2,055,752

①物価高騰が続く中で、学校給食
用の米代が大幅に値上がりしてい
るため、高騰に伴う米の掛かり増
し経費を学校給食費に転嫁しない
よう交付金を活用して支援した。
②宮城県農業協同組合中央会に対
して早期（令和8年3月5日）に支援
を行った。

18 R7_補正
単
独

大河原町物価高騰対策事業に
係る障がい者（児）サービス
事業所支援事業【R7_補正充
当分】

①長引く物価高騰の影響を受けている町内の障がい者(児)
サービス事業所を運営する法人に対し、光熱費等の負担を
軽減し、事業の継続及び経営の安定を図るため支援するも
の。【R7_予備費において交付限度額を超過したため、R7_
補正で再掲】
②法人への支援金（物価高騰による光熱費等負担増額分の
一部補助）
③町内で障がい者(児)サービス事業を有する6法人給付金
600千円（1法人当たり一律100千円×6事業所）、役務費3
千円（口座振込手数料1千円、口座振込不能手数料2千円）
④令和7年4月1日時点で町内に所在する障がい者(児)サー
ビス事業を有する法人6事業所

R7.6.12 R7.8.15 福祉課 600,660 600,660

①物価高騰が続く中で、令和7年4
月1日時点で町内に所在する障がい
者(児)サービス事業所に対し、支
援金を交付して事業の継続及び経
営の安定化を図った。
②町内に所在する障がい者(児)
サービス事業所に対して早期（令
和7年7月29日）に支援を行った。
　
・障がい者(児)サービス事業所6か
所

19 R7_補正
単
独

大河原町物価高騰対策介護
サービス事業所支援事業
【R7_補正充当分】

①長引く物価高騰の影響を受けている町内の介護サービス
事業所を運営する法人に対し、光熱費等の負担を軽減し、
事業の継続及び経営の安定を図るため支援するもの。
【R7_予備費において交付限度額を超過したため、R7_補正
で再掲】
②法人への支援金（物価高騰による光熱費等負担増額分の
一部補助）
③町内で介護サービス事業を有する法人21事業所。給付金
2,100千円（1法人当たり一律100千円×27事業所）、役務
費7千円（口座振込手数料3千円、口座振込不能手数料2千
円）
④令和7年4月1日時点で町内に所在する介護サービス事業
を有する法人21事業所

R7.6.12 R7.8.15 福祉課 2,102,310 2,102,310

①物価高騰が続く中で、令和7年4
月1日時点で町内に所在する介護
サービス事業所に対し、支援金を
交付して事業の継続及び経営の安
定化を図った。
②町内に所在する介護サービス事
業所に対して早期（令和7年7月29
日）に支援を行った。

・介護サービス事業所21か所
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20 R7_補正
単
独

大河原町物価高騰対策医療機
関支援事業【R7_補正充当
分】

①長期化する物価高騰の対策に努めながら、診療及び調剤
を継続している町内の医療機関に対し、医療資器材等高騰
に係る負担を軽減し、医療提供体制の継続及び維持を図る
ため支援するもの。【R7_予備費分において交付限度額を
超過したため、R7_補正で再掲】
②医療資器材等
③町内に所在する医療機関48か所。給付金16,400千円（医
科15か所×500千円＝7,500千円、歯科14か所×500千円＝
7,000千円、調剤薬局19か所×100千円＝1,900千円）、役
務費7千円（口座振込手数料5千円、口座振込不能手数料2
千円）
④令和7年4月1日時点で町内に所在する医療機関48か所

R7.6.12 R7.8.15 健康推進課 5,720,280 5,720,280

①物価高騰が続く中で、診療及び
調剤を継続している町内に所在し
ている医療機関に対し支援金を交
付し、事業の継続及び経営の安定
化を図った。
②町内に所在する医療機関に対し
て早期（令和7年7月28日）に支援
を行った。

・医科15か所、歯科14か所、調剤
薬局19か所

459,748,410 0 451,438,028 8,310,382計


